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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第67期

第３四半期
連結累計期間

第68期
第３四半期
連結累計期間

第67期

会計期間
自2018年４月１日
至2018年12月31日

自2019年４月１日
至2019年12月31日

自2018年４月１日
至2019年３月31日

売上高 （百万円） 18,743 20,769 27,863

経常利益 （百万円） 434 592 887

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 263 390 594

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 226 391 535

純資産額 （百万円） 7,457 7,981 7,766

総資産額 （百万円） 23,442 24,393 21,911

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 14.87 22.04 33.52

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.8 32.7 35.4

 

回次
第67期

第３四半期
連結会計期間

第68期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自2018年10月１日
至2018年12月31日

自2019年10月１日
至2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 17.12 9.98

　　　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は第67期第２四半期連結会計期間より、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対する信託を

用いた株式報酬制度を導入しております。株主資本において自己株式として計上されている「役員向け

株式交付信託」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に含めております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における日本経済は、政府の継続した経済政策や日本銀行の金融緩和政策の継続によ

り、企業収益や雇用環境の改善など緩やかな回復基調が続いたものの、米国の保護主義政策と貿易摩擦の継続と対

象範囲の拡大、英国のＥＵ離脱などの欧州における政情不安、日韓関係の悪化、緊迫する中東情勢などの影響によ

り先行き不透明な状況も懸念されます。

　当建設業界におきましては、公共インフラ老朽化対策、震災復興関連事業、東京オリンピック・パラリンピック

関連事業など公共事業が堅調に推移するとともに、民間建設投資も耐震補強事業やマンション事業を中心に成長基

調が継続しました。一方で、建設業における働き方改革の推進は引き続き重要な課題であり、建設現場における長

時間労働の是正及び週休２日完全実施のための生産性向上への取り組みや、技能労働者の待遇改善に向けた建設

キャリアアップシステムの導入など、担い手確保のための環境整備が求められています。

 

　このような経営環境のもと、当社グループは、第４次中期経営計画「VISION2016」の４年目を迎え、本計画に掲

げる目標の達成に向けて安定した経営基盤を維持・拡大するために、設計力・技術提案力・積算力など総合的な営

業力の強化、新分野や新工法に関する技術開発の強化、製造・施工の効率化、機械化・ＩＣＴ活用の推進及び安

全・品質管理の高度化など、総力を挙げて取り組んでまいりました。

 

ａ．財政状態

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は24,393百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,481百万円の

増加となりました。主な要因は、現金預金が298百万円減少したものの、受取手形・完成工事未収入金等が1,941百

万円、流動資産その他が368百万円、製品が338百万円及び未収入金が83百万円増加したことであります。

　負債合計は16,412百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,267百万円の増加となりました。主な要因は、流動

負債その他が797百万円、未払法人税等が295百万円、長期借入金が267百万円及び未成工事受入金が158百万円減少

したものの、短期借入金が2,600百万円、電子記録債務が840百万円及び預り金が372百万円増加したことでありま

す。

　純資産合計は7,981百万円となり、前連結会計年度末に比べ214百万円の増加となりました。主な要因は、親会社

株主に帰属する四半期純利益390百万円の計上及び剰余金の配当178百万円によるものであります。

 

ｂ．経営成績

　当第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、受注高は20,179百万円(前年同四半期比30.6％増)、売上

高は20,769百万円(前年同四半期比10.8％増)となりました。損益につきましては、土木事業における売上高の増加

と建築事業における採算性の改善により、営業利益602百万円(前年同四半期比32.0％増)、経常利益592百万円(前

年同四半期比36.5％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益390百万円(前年同四半期比48.3％増)となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①土木事業

　土木事業は、従来からの新設事業への注力に加え、増加傾向にある維持更新事業やプレキャスト化への営業活動

を展開した結果、新名神高速道路の大型新設工事（ＮＥＸＣＯ発注工事）などの受注により、受注高は14,762百万

円(前年同四半期比31.9％増)となりました。

　売上高につきましては、新名神及び中国道の高速道路（ＮＥＸＣＯ発注工事）や北陸及び九州新幹線（ＪＲＴＴ

発注工事）など大型の繰越工事が順調に進捗し、売上高は15,556百万円(前年同四半期比14.1％増)となりました。

　セグメント利益につきましては、売上高の増加により、1,963百万円（前年同四半期比3.1％増）となりました。
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②建築事業

　建築事業は、当社の主力分野でありますマンション事業や住宅分野での耐震補強事業の営業強化を推進した結

果、受注高は5,172百万円(前年同四半期比28.7％増)となりました。

　また、緊張工事や耐震工事が順調に進捗したことや、工場における生産性向上、繰越案件の設計変更に係る契約

変更協議などに注力した結果、売上高は4,955百万円(前年同四半期比0.6％増)となりました。

　セグメント利益につきましては、採算性の改善により622百万円(前年同四半期比14.0％増)となりました。

 

③不動産賃貸事業

　不動産賃貸事業は、テナント獲得の競争激化は依然として継続しているものの、安定した入居率の確保を目指し

て営業活動を展開した結果、前年同四半期並みの受注高241百万円(前年同四半期比0.6％減)、売上高181百万円(前

年同四半期比0.5％減)、セグメント利益108百万円(前年同四半期比4.1％増)となりました。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（３）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　なお、当第３四半期連結累計期間における土木事業及び建築事業の研究開発費総額は62百万円であり、不動産賃

貸事業及びその他につきましては、研究開発活動は行っておりません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 53,000,000

計 53,000,000

 
②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 18,602,244 18,602,244
東京証券取引所
（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数
100株

計 18,602,244 18,602,244 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年10月１日～
2019年12月31日

－ 18,602,244 － 2,379 － 1,711

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    （2019年12月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 753,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,846,000 178,460 －

単元未満株式 普通株式 2,844 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  18,602,244 － －

総株主の議決権  － 178,460 －

　　　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の

数10個）含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託による保有株式が125千株含

まれております。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が57株含まれております。

②【自己株式等】

    （2019年12月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社富士ピー・エス
福岡市中央区薬院

一丁目13番８号
753,400 － 753,400 4.05

計 － 753,400 － 753,400 4.05

（注）上記には、役員向け株式交付信託による保有株式125千株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,950 1,652

受取手形・完成工事未収入金等 ※ 11,761 ※ 13,703

製品 112 450

未成工事支出金 532 599

材料貯蔵品 197 197

未収入金 140 223

その他 15 384

貸倒引当金 △8 △9

流動資産合計 14,702 17,202

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,517 1,479

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,289 1,272

土地 3,439 3,439

リース資産（純額） 2 0

建設仮勘定 22 161

有形固定資産合計 6,271 6,354

無形固定資産   

のれん 55 41

その他 45 19

無形固定資産合計 100 61

投資その他の資産   

投資有価証券 166 166

退職給付に係る資産 357 388

繰延税金資産 173 83

その他 139 136

投資その他の資産合計 836 775

固定資産合計 7,209 7,191

資産合計 21,911 24,393
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 4,363 4,372

電子記録債務 2,308 3,148

短期借入金 534 3,134

未払法人税等 295 －

未成工事受入金 860 701

預り金 2,049 2,422

完成工事補償引当金 25 28

その他 1,543 745

流動負債合計 11,978 14,553

固定負債   

長期借入金 799 532

繰延税金負債 0 0

株式給付引当金 19 39

退職給付に係る負債 926 946

その他 420 340

固定負債合計 2,166 1,858

負債合計 14,145 16,412

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,379 2,379

資本剰余金 1,748 1,748

利益剰余金 4,052 4,264

自己株式 △372 △370

株主資本合計 7,807 8,021

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 4

退職給付に係る調整累計額 △47 △45

その他の包括利益累計額合計 △41 △40

純資産合計 7,766 7,981

負債純資産合計 21,911 24,393
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

売上高 18,743 20,769

売上原価 16,188 18,057

売上総利益 2,555 2,712

販売費及び一般管理費 2,098 2,109

営業利益 456 602

営業外収益   

物品売却益 14 4

その他 11 11

営業外収益合計 25 16

営業外費用   

支払利息 22 7

支払保証料 18 12

その他 7 5

営業外費用合計 48 25

経常利益 434 592

税金等調整前四半期純利益 434 592

法人税、住民税及び事業税 90 105

法人税等調整額 79 96

法人税等合計 170 202

四半期純利益 263 390

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 263 390
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益 263 390

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △1

退職給付に係る調整額 △36 2

その他の包括利益合計 △37 0

四半期包括利益 226 391

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 226 391

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役に対する株式報酬制度）

　当社は、第67期第２四半期連結会計期間より、当社取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社の株式価値の連

動性をより明確にし、取締役が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績

の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する株式報酬制度を導入してお

ります。

　なお、当社と委任契約を締結している執行役員に対しても、当社取締役に対するものと同様の株式報酬制度を

導入しております。

 

（１）取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポ

イントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付されるという株式報酬制度です。な

お、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

　また、上記の前連結会計年度末及び当第３四半期連結会計期間末の負担見込額については、株式給付引当金と

して計上しております。

 

（２）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末85百万円、128千株であり、

当第３四半期連結会計期間末84百万円、125千株であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

       なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間満期手形が四半

期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年12月31日）

受取手形 19百万円 4百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 335百万円 432百万円

のれんの償却額 13 13
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年５月11日

取締役会
普通株式 159 9.00 2018年３月31日 2018年６月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年５月15日

取締役会
普通株式 178 10.0 2019年３月31日 2019年６月３日 利益剰余金

　（注）2019年５月15日開催の取締役会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として三井

住友信託銀行株式会社（信託口）（再信託受託者：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口））が

保有する当社株式に対する配当金１百万円を含めております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 土木事業 建築事業

不動産
賃貸事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 13,634 4,926 182 18,743 0 18,743 － 18,743

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 13,634 4,926 182 18,743 0 18,743 － 18,743

セグメント利益又は　

損失（△）
1,904 546 104 2,555 △0 2,555 － 2,555

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業及び建設資機材の

リース等であります。

 

２.報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 2,555

その他の利益 △0

販売費及び一般管理費 △2,098

四半期連結損益計算書の営業利益 456

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2019年４月１日　至2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 土木事業 建築事業

不動産
賃貸事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 15,556 4,955 181 20,693 75 20,769 － 20,769

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － － － － －

計 15,556 4,955 181 20,693 75 20,769 － 20,769

セグメント利益 1,963 622 108 2,694 17 2,712 － 2,712

     （注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業及び建設資機材

のリース等であります。

 

２.報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 2,694

その他の利益 17

販売費及び一般管理費 △2,109

四半期連結損益計算書の営業利益 602

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益 14円87銭 22円04銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
263 390

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
263 390

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,720 17,722

    （注）１．当社は前第２四半期連結会計期間より、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員に対する信託を用い

た株式報酬制度を導入しております。株主資本において自己株式として計上されている「役員向け株式

交付信託」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間64千株、当第３四半期連結累計期間

126千株）。

    　　　２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月３日

株式会社富士ピー・エス

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 寺田　篤芳　　印

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 池田　徹　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士

ピー・エスの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から

2019年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社富士ピー・エス及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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